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欠陥住宅
関西ネット通信

欠陥住宅の供給に関与した者の
不法行為責任に関する判例と今後の課題

田中　厚（弁護士）

1　大阪高等裁判所平成1３年11月 7 日判決

１ 　事案紹介
平成 9年 ６月に土地付き木造三階建住宅を堺市

内の不動産販売業者から約3１94万円で購入し、同

１0月に引渡を受けて居住。強風が吹くと揺れるな
どの欠陥現象があった。
平成１１年 ２ 月原告は堺市から、「建築基準法の

定める構造基準を満たしていないように見受けら
れるので、調査のうえ補修を勧める」旨の通知受

判例勉強会（2024年12月5日㈭）
欠陥住宅関西ネットでは、新人・若手弁護士を対象に、長年、消費者（施主）側の代理人として建築

訴訟に携わってきた経験豊富な弁護士に実際に担当した事件を解説してもらう勉強会を企画しました。
第 １回目は、２0１２年 3 月まで欠陥住宅関西ネット事務局長を務められた田中厚先生を講師に迎え、地裁
段階で否定された名義貸建築士の不法行為責任を覆し高裁で請求が認容された逆転勝訴判決（大阪高裁
平成１3年１１月 7 日判決）について解説いただきました。相談から提訴まで、逆転勝訴を導くための準備
・対策等、外では知り得ないことを知ることができるとともに、この判決の意義やそれ以降の判例の推
移、今後の課題について解説いただきました。田中先生には、勉強会の後、本判決の意義や今後の課題
に関するレポートを提供いただきましたので掲載します。� 岩佐誠二（弁護士）
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領。同建物は完了検査を受けておらず、建築確認
を受けた設計と異なり １階の駐車場や ２階のリビ
ングが大きく取られ耐力壁が不足した施工となっ
ていた。
堺市住宅相談会で相談を受け、平野憲司建築士
に本件住宅について調査を依頼。①構造耐力上必
要な軸組長さの不足②軸組配置の釣り合い不良③
筋交い及び火打ち梁の緊結不良④布基礎のはつり
⑤外壁防火性能の欠如、などの欠陥及び、現状の
空間利用を損なわずに補修するには取り壊し建て
替える他はないことが判明した。
販売会社、同社の代表者、施工監理者として名
義を貸した建築士、施工業者を被告として平成１１
年１0月 ６ 日大阪地方裁判所に提訴した。
主位的請求は、解除を前提とする代金相当額の
返還及び信頼利益・鑑定費用・慰謝料・弁護士費
用等合計4１53万円である（提訴後審理中に追加）。
予備的請求は、取り壊し建て替え費用・転居費
用・鑑定費用・慰謝料・弁護士費用等合計２903万
円である。

２ 　�１ 審判決（大阪地判平１２. ９ .２7）とその問題
点
原告の主張する本件建物の瑕疵を認定した。販
売業者に対する瑕疵担保責任による解除を認め、
慰謝料・弁護士費用を減額した以外は全ての請求
を認め3974万円の支払を命令した。
その余の被告については、販売会社の代表者に
ついては、取引主任者として原告に対し重要事項
の説明を行った際に、建築確認を受けた設計と異
なる施工をしたこと及び本件瑕疵について全く告
げなかったことを以て不法行為の成立を認め販売
会社と連帯して同額の損害賠償を命じた。
建築士と施工業者の不法行為責任については、

「詐欺行為などがあった等特段の事情がない限り、
不法行為が成立する余地はない」として否定した
点が問題であった。

３ 　控訴審判決
（ １）　審理経過

双方が控訴した大阪高裁の審理経過は、以下の
とおりであった。
当方は、 １審判決の論理を打ち破るため、立命

館大学松本克美教授の論文（ジュリスト１１9２号
２１６頁、立命館法学２7１.２7２号）、勝訴事例（大坂
地裁１２. ６ .30、同地裁１２.１0.２0、大阪高裁１２. ８ .30）
を提出した。
和解協議が決裂したため、強制執行による回収

の困難を踏まえて、不動産保証協会に対する弁済
認証を申出た。
結審後、判決へ進んだ。

（ ２）　判決内容
販売会社とその代表者に対して主位的請求のう

ち39２4万円（売買代金プラス付随的な損害）認容
した。
施工業者と名義貸監理放棄建築士には、売買契

約の締結に関与していないことを理由に主位的請
求を排斥したが、予備的請求のうち２5８８万円（取
り壊し建て替え費用プラス付随的な損害）を認容
する逆転勝訴判決であった。
「 １審被告Ｙ（建築士）は、本件建物の建築確
認申請書に、自らを工事監理者として記載してこ
れを提出し、建築確認を受けたのであるから、
……本件建物が建築確認申請書に添付した図面と
同一の建築物が建築されるように監理しなければ
ならなかったにもかかわらず、これを怠ったた
め、１審被告Ｍ（施工業者）が前記図面と異なり、
建築基準法に違反する本件瑕疵のある本件建物を
建築したのであるから、 １審被告Ｙの不法行為に
よって １審原告の財産を侵害したと認めることが
できる。」「なぜならば、建築基準法は、国民の生
命、健康及び財産の保護を図るため、建築物の構
造等に関する最低基準を定め、この基準に違反す
る建築物が建築されないようにするため、建築工
事前に建築主事等に建築物がこれに適合するもの
であることの確認を受けさせ（法 ６条）、建築工
事完了後に建築主事等にこれに適合するものであ
ることの検査を受けさせる（法 7条）のみならず、
建築主に一定の資格を有する建築士を工事監理者
として選任させてその工事の監理をさせることと
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し（法 5条の 4第 ２項）、しかも、これを実効あ
るものとするため、工事監理者となった建築士の
氏名を建築確認申請書に記載しなければならない
ものとし（建築基準法施行規則 １条の 3第 １項第
２号様式（第 ２面） 5）、建築主が工事監理者を
選任せずに工事をすることはできないものとして
いる（法 5条の 4第 3項）。したがって、建築確
認申請書に工事監理者として記載された建築士
は、建築基準法に適合した建築物が建築されるよ
うに監理をして、他人の生命、健康及び財産が侵
害されないようにしなければならないのであるか
ら、これに違反したために他人の財産が侵害さ
れ、損害を被らせたときには、工事監理者に不法
行為に基づきその損害を賠償させるのが相当であ
る。」
但し、損害論において、「財産権が侵害された
場合には、その財産的損害が賠償されれば、特段
の事情のない限り、精神的損害も回復するので、
慰謝料を請求することはできない」とした点には
不満が残る。
（ 3）　判決の影響
新聞各紙で報道され、同種事件を担当している

弁護士のみならず、国民生活センター、建築士会
からの問い合わせがあった。堺市にも、国土交通
省近畿、大阪府建築振興課、尼崎市、吹田市など
から電話が入っていたと聞いている。行政担当者
からは、「名義貸し」については、確認申請書へ
の虚偽記載としてしか処分してこなかった現実が
あるので判決の重みはかなりある、との感想が寄
せられた。
１審判決、控訴審判決ともに判例タイムズに掲

載され（１053号１37頁、１１04号２１６頁）、建築紛争
に関する書籍でも度々紹介されている。
（ 4）　判決の意義
地裁段階で分かれていた名義貸し建築士の不法

行為責任について肯定し、取り壊し建て替え費用
相当額全額の損害賠償を命じた高裁レベルでは初
めての判断であった。
建築士の名義貸による監理放棄をなくし、欠陥
住宅を撲滅するために、今後この方向で判例解釈

が統一されることが期待された。
（ 5）　逆転勝訴は、関西ネット・全国ネットの協
力によるもの
関西ネットの平野建築士の鑑定、著書「 3階建

て木造住宅が危ない」の提出、京都ネットの松本
克美教授から論文の教示、地裁レベルでの勝訴判
決を関西ネットの嶋原弁護士から入手して提出、
関西ネット岩城弁護士のメーリングリスト投稿を
見て一部認容の大阪高裁判決を入手して提出、建
設省の通達（建築士の懲戒処分基準）を京都ネッ
トの大会で入手して提出することで、逆転勝訴判
決を得ることができた。

2　判例の推移

１ 　上記1判決までの判例
不法行為の成立のためには、欠陥住宅関連業者

の故意または過失が必要（民法709条）であるが、
これに更に要件を付加して成立を限定するかにつ
いて限定説と非限定説の対立があった。
非限定説は、建築基準法に違反する瑕疵がある

場合、売主、施工業者、建築士に不法行為責任が
認められる見解（大阪高判平１3.１１. 7 判タ１１04・
２１６等）である。
他方、施工業者、建築士の不法行為の要件を厳

格にとらえる裁判例もあった（前記1の第 １審判
決大阪地判平１２. 9 .２7：判タ１053・１37「故意等強
度の違法性」、後記最判の原審である福岡高判平
１６.１２.１６：判タ１１８0・２09「積極的に侵害する意
図、瑕疵の内容が反社会性あるいは反倫理性、瑕
疵の程度・内容が重大で、目的物の存在自体が社
会的に危険な状態である場合」）。

２ 　別府マンション事件最高裁判決
このような状況の下、いわゆる別府マンション

事件について最高裁は上記福岡高判を最判平
１9. 7 . ６ ：判時１9８4・34において「建物としての
基本的安全性」を欠く場合に不法行為責任を肯定
する旨判示し、破棄差し戻しとした。
同事件の差戻審（福岡高判平２１. ２ . ６ ）は最高

裁のいう「『建物としての基本的な安全性を損な
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う瑕疵』とは、建物の瑕疵の中でも、居住者等の
生命、身体又は財産に対する現実的な危険性を生
じさせる瑕疵をいう」、「建築基準法やその関連法
令は、……取締法規であり、これに違反したから
といって、それだけでは直ちに私法上の義務違反
があるともみられない」として再度別な角度から
限定を加えた。建築基準法が第 １条で、国民の生
命、健康、財産を保護するため建築物等の最低限
の安全基準を定めている趣旨を全く理解していな
いものと言わざるを得ない。
前記最判と前記福岡高判との間に出された別件
の東京地判平２0. １ .２5は「基本的安全性」を「構
造的欠陥がないことと漏水のないこと、防蟻処理
に関する瑕疵」と解している。品確法にいう瑕疵
＋防蟻処理の瑕疵を「建物の基本的安全性」と見
ているものと解される。
なお、名義貸し建築士の事例（建築確認申請書
に工事監理者として届け出たが、実際には施主と
の間で工事監理契約は締結されておらず実際に監
理も行われていなかった）であるが最判平
１5.１１.１4：判時１８4２・3８は、「建築士が故意又は
過失によりこれ（筆者注：建築士法及び建築基準
関係規定による規制の潜脱を容易にする行為等、
その規制の実効性を失わせるような行為をしては
ならない法的義務）に違反する行為をした場合」
には不法行為責任を肯定している。この判決は、
建築基準関係規定の違反を問題にしており、「建
物としての基本的安全性」といった限定を加えて
いない。この判決について上記別府マンション事
件の最高裁判決は判例変更の手続を取っていな
い。
上記福岡高判平２１. ２ . ６ の再上告審である最判
平２3. 7 .２１は、最判平１9. 7 . ６ にいう「建物として
の基本的な安全性を損なう瑕疵」とは、居住者の
生命、身体又は財産を危険にさらすような瑕疵を
いい、建物の瑕疵が、居住者等の生命、身体、又
は財産に対する現実的な危険をもたらしている場
合に限らず、当該瑕疵の性質に鑑み、これを放置
するといずれは居住者等の生命、身体又は財産に
対する危険が現実化することになる場合は、当該

瑕疵は、建物としての基本的な安全性を損なう瑕
疵に該当すると解するのが、相当であるとして、
破棄差し戻しとした。

3　今後の課題

上記限定説と非限定説の対立の末、別府マンシ
ョン事件最高裁判決が出されたため、その最高裁
判決が新たに持ち出した「建物としての基本的安
全性」が欠陥住宅供給関連業者の不法行為の成立
要件であるかのように一人歩きし始め、その要件
を不法行為の成否を分けるものとして判示する下
級審判決や論説が続いた。構造耐力、防火性能、
床下防湿、外壁タイルの剥落等は認められるもの
の、シックハウス（限定説は健康被害に対する蓋
然性を要求）や漏水は考えが分かれ、快適さ、美
観に関するもの、採光、遮音、部屋の高さに関す
るものは否定されている。
しかし、このような最高裁判例理解は以下の理

由により理論的に誤っており、阪神大震災以来の
悲惨な欠陥住宅被害を目の当たりにして被害救済
の方向に積み重ねられてきた欠陥住宅判例の流れ
に逆行するものである。
①　一般的に不法行為の成立要件は、民法709条
の明文上もこれまでの通説・判例の理解から
も、故意または過失により他人の権利（法的に
保護される利益も含む）を侵害したことにより
損害が発生したことで足りるはずである。

②　別府マンション事件は、「建物としての基本
的安全性」を欠く場合に不法行為責任を認めた
「肯定判例」であって、「建物としての基本的安
全性」を欠くとまではいえない欠陥や瑕疵があ
る場合に不法行為責任を「否定した判決」では
なく、そこまでの射程や先例拘束性はない。

③　最判平１5.１１.１4：判時１８4２・3８は名義貸建築
士の不法行為責任を肯定しているが、そこで
は、「建物としての基本的安全性」を欠く住宅
の供給にかかわったことを要件としていない。
「建築士法及び建築基準関係規定による規制の
潜脱を容易にする行為等、その規制の実効性を
失わせるような行為をしてはならない法的義
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務」を問題にしている。従って、建築基準法令
違反の客観的瑕疵のある欠陥住宅の供給にかか
わった事業者はそれが「建物としての基本的安
全性」か否かを問わず、不法行為の成立を認め
る考え方である。その後になされた②の別府マ
ンション事件最高裁判決は、この平成１5年判決
の判例変更手続をしていないので、この考え方
は、最高裁判例としても維持されているはずで

ある。
今後、別府マンション事件の誤った理解が払拭

され、少なくとも建築基準法令違反等客観的基準
を満たさない欠陥、瑕疵、契約不適合がある場合
には、不法行為の成立が認められる判例が一般化
するように、欠陥住宅全国ネットを中心に失地回
復の運動が展開されることを期待するものであ
る。
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2024年 新人研修（建築編）

立山壮平（一級建築士）

令和 ６年 ６月１0日、欠陥住宅関西ネ
ット２0２4年新人研修として、「建物の
基礎知識」「欠陥の具体例」「相談時に
注意する点」「解決までの流れ」につ
いて解説しました。
建物の基礎知識では、木造、鉄筋コ
ンクリート造など特徴について写真を
交え解説し、建物の各構造のイメージ
をつかんで頂きました。
欠陥の具体例については、欠陥住宅
で問題となることが多い欠陥現象を中
心に、欠陥原因やそのメカニズムなどについて解
説しました。最も発生頻度の高い「雨漏り」につ
いては、問題になりやすい屋根やバルコニーの構
造について説明するとともに、建築士が雨水浸入
箇所等を特定するために行う散水試験についても
解説しました。また、地盤と基礎の欠陥について
は、一般的な基礎クラックやコンクリートのジャ
ンカのほか、盛土住宅地における不等沈下につい
て、そのメカニズムを解説しました。その他、近
年相談が多い、リフォームにおける不具合や新築
住宅の耐火仕様の不具合などについて解説しまし
た。欠陥住宅問題の具体例については、写真を見
ればすぐわかる欠陥と一定の知識がないと分かり
にくい欠陥があるため、特に分かりにくい欠陥に

ついては、解説に工夫が必要と改めて感じました。
相談時に注意すべき点については、「雨漏り」

の相談においては雨漏りのみならず、換気、断熱、
耐火などその他の欠陥が潜む可能性が高い点につ
いて、「リフォーム問題」については、建築技術
的な内容の以前の問題として、契約書や図面、見
積明細書がない場合が多く、合意内容が明確でな
いため、交渉が難しくなる点について解説しまし
た。
解決までの流れについては、まず建築士による

予備調査の概要及び必要性を説明し、予備調査後
に、交渉の可能性、本調査を行うべきかの打合せ
を行い、その後の進め方を決めること、本調査を
実施した場合は、その調査報告書（鑑定書）を基
に、示談交渉、調停、裁判等となる点につい
て解説した。なお、研修中に、過去の事件に
おける調査報告書のサンプルを回覧し、建築
士が作成する調査報告書を確認して頂いた。
新人研修の建築編については、はじめて建

築事件の研修を受ける弁護士の方々にとって
は、ややとっつきにくい内容が多いと思いま
すが、欠陥住宅問題に取り組むきっかけとな
れば幸いです。
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欠陥住宅・リフォーム　全国一斉110番
令和６年7月６日10時～1６時　大阪弁護士会

畑間勇哉（弁護士）

今年も例年通り新人向けに事前勉強会を行い
（令和 ６年 ６月１0日）、欠陥住宅１１0番を実施しま
した（令和 ６年 7月 ６日１0時～１６時）。
欠陥住宅ネットの皆さまのご尽力もあり、新築
時の典型的な欠陥住宅は減少傾向にありつつも、
近年は訪問販売による押売り的なリフォーム、改
修工事による被害が散見されることから、本年の
１１0番のテーマはリフォームとしました。
午前中はご相談がありませんでしたが、１3時に
NHKの全国ニュースで取り上げられた効果があ
ったようで、大阪では 9件のご相談がありました

（電話 7件、Zoom ２ 件）。
１１0番でご連絡いただいた方の何名かは翌週の

定例相談会（ 7月１3日）にて継続して相談をお受
けしました。近時、大阪の定例相談会は相談枠が
埋まらないことが多い印象がありますが、１１0番
翌週の相談会には平時より多くの方にお越しいた
だきました。残念ながら定例相談会にはお越しい
ただけなかったですが、普段、相談をお受けでき
ていない地域の方も１１0番ではご相談いただいて
おり、欠陥住宅問題の周知という観点でも意義の
ある１１0番となりました。

110番当日の様子
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2024年8月17日 能登半島地震視察報告

上羽　徹（弁護士）

第 1　奥能登までの道中

２0２4年 ８ 月１7日に全国ネット幹事の有志と共
に、金沢大学の村田晶先生に同行してもらって、
輪島地方の地震による家屋被害を視察しました。
金沢駅に集合して、輪島を目指しました。金沢か
ら輪島までは自動車専用道を利用します。七尾市
付近までは片道 ２車線の道路で道路の損傷は見受
けられません。同市を過ぎたあたりから、道路が
片道 １車線になります。ここからは山間部となる
ことから、山を切り崩し、その土を盛土にして道
路にしたと思われる箇所が多かったです。ここか
ら輪島までの間に、多くの崩落箇所がありまし
た。NHKで、盛土の排水管理が不十分な部分が
崩落したと報道されていました。車線が崩落して
いる場所は反対側に道路を作って両側通行を実現
していました。

第 2　輪島市の状況

輪島市についてすぐにいたるところに倒壊した
住宅が沢山ありました。場所によっては倒壊して
いない住宅の方が少ないというところもありまし
た。ただし、２000年以降に建てたとみられる住宅
は、大きな被害を受けていないものも見受けられ
ました。

木造住宅のほとんどが瓦屋根でした。この瓦は
奥能登の名産品らしく黒い瓦が使われていまし
た。瓦が黒いのは諸説ありますが、黒いと雪が早
く解けるからとのことでした。瓦屋根は重いので
耐震性が低いようにも思われますが、現在の耐震
基準で作る分には問題にならないとのことです。
瓦屋根の家は古い耐震基準のもとで造られたもの
が多いので、倒壊している家が多いというのが真
相のようです。ただ、私は宝塚市の仁川で阪神淡
路大震災に被災し、今にも落ちてきそうな瓦の下
を通って避難した経験から、瓦屋根にいい思いを
持っていません。
有名になってしまった、 7階建てのビルの基礎

も見てきました。

村田教授によると、輪島市は地盤が緩いところ
が多く、それが輪島市の大きな被害の原因になっ
ているとのことでした。川の中州にある輪島市役
所は、数年前に建替えられ、その際建物の下の地
盤は改良され液状化していませんでした。地盤改
良していない駐車場スペースは液状化で沈下して
しまい、建物と駐車場が50cmくらいの段差がで
きていました。
輪島市街を出て、西に進み門前町の方にも行き

ました。ここも多くの木造住宅が倒壊していまし
た。ここには、總持寺祖院という大きなお寺があ
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るのですが、塀や石垣が崩れるなど、多くの被害
が見受けられました。
その後、奥能登の西の海岸に移動しました。そ
こでは、岩の色の境目などから一目で 3メートル
以上隆起しているのがわかりました。

第 ３　欠陥住宅かどうか

ここまでの震災となると住宅に欠陥があったか
どうかは分からないという状況でした。阪神淡路
大震災では、周りはなんともなっていないのに、
一軒だけ倒壊している家をいくつか見ました。今
思えばあれは欠陥住宅だったのかもしれません。
しかし、輪島では一区画全部が倒壊していて、む
しろ立っている家の方が少数という地区もあり、
欠陥住宅かどうかうかがい知ることができません
でした。個人的な感想ですが、たとえ２000年耐震
基準に適合していても、揺れる方向や地盤の弱さ
によっては倒壊は免れない揺れだったではないか
と思いました。
また 7階建て鉄筋コンクリート造のビルが倒れ

た件ですが、村田先生によると鉄筋ビルが地震で
傾くことはあっても、地震直後に倒れることはあ
りえない出来事とのことでした。そのため国が原
因究明をするとのことでした。ただ、その結果過
去の鉄筋コンクリートビルの耐震基準に問題があ
ったことになると、その影響は非常に大きいだろ
うとのことでした。

第 ４　金沢大会での発表動画

この視察の内容は、北陸ネットの方々が30分程
度の動画にまとめて金沢大会で発表されました。
関係者の許可を得ましたのでご興味のある方は、
下記URLからご覧下さい。

https://youtu.be/H６２６rZJks６Q

おまけ

七尾市のとじま水族館が再開しているとのこと
だったので、この視察の翌日にレンタカーを借り
て行ってきました。沖縄の美ら海水族館なみに遠
かったです。私は初めての来訪でしたが、その距
離を移動したかいのあるかなり立派な水族館でし
た。

謝辞　水族館以外の写真は、許諾を得て京都ネッ
ト神崎哲弁護士撮影の写真を使用させていただき
ました。

建物と駐車場の境目にできた段差
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マンション共用部分の100％補修の実現を
求める院内集会
令和 ６年12月12日1６時00分～17時30分
衆議院第二議員会館　多目的会議室

畑間勇哉（弁護士）

令和 ６年１２月１２日１６時00分から１7時30分まで、
衆議院第二議員会館多目的会議室にてマンション
共用部分の１00％補修の実現を求める院内集会が
行われました。
同日の１６時30分から令和 ６年度補正予算の成立
に向けて衆議院の本会議が開催されておりました
ので、議員の方々にご参加いただけるのかが懸念
されておりました。もっぱら参議院の先生方（特
に弁護士出身の先生方）を中心に、議員の先生の
ご参加と秘書の方のみのご参加合わせて１0名ほど
にご参加いただきました。この参加人数は、先生
方のマンション共用部分の瑕疵承継問題に対する
問題意識の現れであると実感いたしました。
漫画『正直不動産』の原案者、夏原武様からは
不動産業界の実情をお話しいただきました。不動
産取引実務上は、新所有者だけでなく仲介業者
も、所有権の移転とともに損害賠償請求権が移転
しないことをわかっていないとのご指摘がありま
した。素朴に考えれば、物件に瑕疵があるとの説
明を受けた新所有者としては、自分も補修を受け
られるのだろうと考えるはずです。自
分には請求権がないと言われても到底
納得できるものではなく、施工者だけ
でなく旧所有者や仲介業者に責任はな
いのかと考えるのが普通の感覚ではな
いかと思います。現在の法制度、裁判
実務は取引の実態とは乖離していると
実感いたしました。
創価大学法科大学院、花房博文教授
には外国での法改正と日本の改正法案
を比較しつつ、ご講演いただきまし

た。オーストラリアでは、重大な欠陥問題が起こ
り、設計士と建築業者は土地所有者だけでなく承
継人にも注意義務を負うと定められました。しか
し、日本の改正法案では、別段の意思表示をした
場合には請求権が承継されないとされています。
これは金銭債権は可分であるという民法、特に契
約法の考えを持ち込んだものである、とのご指摘
がありました。
今般実施した院内集会では、私のような若手弁

護士にとっても不動産取引実務における問題点、
改正案の理論的問題点を整理するよい機会となり
ました。国会議員の先生方にも問題意識を共有で
きたものと思います。
なお、上羽徹弁護士の奥様が、共用部分の瑕疵

承継における問題点と欠陥住宅全国ネットが取る
立場をわかりやすく説明した漫画を描かれており
ますので、了解のもと掲載いたします。その他、
これまでの各種意見書や院内集会の様子をQRコ
ードから閲覧できるようにしております（１4頁参
照）ので、是非ご一読ください。

院内集会の様子
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【参考資料】
１）法制審議会 区分所有法制部会での議論経過

部会の議事録及び配布資料から当該問題に関する部分を抜粋してまとめた資料

２）区分所有法改正問題に関する日弁連の意見書

①共用部分に係る損害賠償請求権等の行使の円滑化に関する法改正を求める意見書

（２０２３年５月１１日付）

（平成１４年改正の際の日弁連意見書）

②区分所有法の改正に関する意見書（２０００年６月１６日付）

③建物区分所有法改正要綱中間試案」に対する意見書（２００２年５月９日付）

３）これまでに発出された各地の弁護士会の意見書

①第二東京弁護士会意見書（２０２１年３月１５日付）

②京都弁護士会意見書（２０２２年５月２５日付）

③仙台弁護士会意見書（２０２２年７月２５日付）

④広島弁護士会意見書（２０２２年９月１４日付）

⑤大阪弁護士会意見書（２０２３年５月３０日付）

４）欠陥住宅被害全国連絡協議会(欠陥住宅全国ネット)の大会アピール

①区分所有建物の瑕疵の法的責任について法制度の見直しを求めるアピール
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③｢区分所有法制の見直しに関する要綱｣第1.6について反対し､

共用部分の欠陥を100％補修できる内容の法改正を求めるアピール
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全国ネット大会報告のご報告
第55回京都・第5６回金沢大会

岩佐 誠二（弁護士）

ネット通信VOL６4以降、第55回（京都大会）、
5６回（金沢大会）が開催されました。
両大会を通じて、令和 ６年 １月 １日に発生した

「令和 ６年能登半島地震」をメインテーマに、京
都大会では京都大学防災
研究所教授の境有紀先
生、金沢大会では金沢大
学の村田晶先生をお招き
して、現地調査から見え
てくる建物の被災状況と
その原因、及び現状の防
災システムの問題点や対
策について解説いただき
ました。
また、京都大会では、
別府マンション事件（最

判平成１9年 7 月 ６ 日判決）が示した「建物として
の基本的安全性を損なう瑕疵」（安全性瑕疵）概
念に関する立命館大学大学院法務研究科特任教授
の松本克美先生に基調講演と実務の動向をまとめ

全国ネット大会報告

京都大会にて、境有紀先生による講演

安全性瑕疵に関するパネルディスカッション（京都大会）
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前回の欠陥住宅関西ネット通信（VOL64）の発行後、京都・金沢と各地
で全国大会が開催され、いずれも現地で参加することができました。金
沢駅は個人的に一番好きな外観で鼓門をじっくりと見学できて充実した
時間を送ることができました。
この間、関西ネットでは、新たな試みとして、「温故知新～レジェン

ドから学ぶ～」と題し、先輩弁護士が実際に担当した事件をご本人に解説
して頂く勉強会を企画しました。突然のご依頼にもかかわらず、田中厚
先生には快諾頂き、実り多き勉強会になりました。不慣れなことで田中
先生にはご迷惑をかけましたが、これに満足せず、先輩方の力を借りて
２回・ 3回と継続して実施できればと考えております。

片山・平泉・椚座法律事務所　岩佐　誠二

編集後記

た結果、結露をめぐる問題について報告が行われ
ました。
金沢大会では、能登半島地震における現地調査
報告や金沢弁護士会の取組についての報告、耐震
診断・耐震改修に関する実例報告と実情や課題に
ついての報告が行われるとともに、経験の少ない
若手の弁護士・建築士向けに入門講座として「木
造住宅の作り方」や「欠陥住宅問題に取り組むに
当たる心得」についての講義が行われました。
各大会ともに非常に盛りだくさんの内容であり
本紙面で詳細に解説することはできません。興味
のある方は、欠陥住宅ネット全国版（ふぉあ・す

まいる）を読んでいただければと思います。

懇親会の様子




